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大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例及び大田原市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額に関する条例

の一部を改正する条例 

（大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例の一部改正） 

第１条 大田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

題名中「特定地域型保育事業」の次に「並びに特定子ども・子育て支援施設等」を加

える。 

目次を次のように改める。 

目次 

第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１節 総則（第１条－第３条） 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準（第４条） 

第２款 運営に関する基準（第５条－第３４条） 

第３款 特例施設型給付費に関する基準（第３５条・第３６条） 

第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準（第３７条） 

第２款 運営に関する基準（第３８条－第５０条） 

第３款 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（第５３条－第６１条） 

附則 

本則（第２条第１２号及び第８条を除く。）中「支給認定」」を「教育・保育給付認

定」に改める。 

「第１章 総則」を「第１章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の運営

に関する基準」に改める。 

第１条の前に次の節名を付する。 

第１節 総則 

第２条第２４号を同条第２９号とし、同条第１５号から第２３号までを５号ずつ繰り

下げ、同条第１４号中「第１４条第１項」を「第７条第１０項第５号」に改め、同号を

同条第１９号とし、同条中第１３号を第１８号とし、第１２号の次に次の５号を加える。 

⒀ 満３歳以上教育・保育給付認定こども 子ども・子育て支援法施行令（平成２６

年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳以上教育 

・保育給付認定こどもをいう。 

⒁ 特定満３歳以上保育認定こども 令第４条第１項第２号に規定する特定満３歳以 



上保育認定こどもをいう。 

⒂ 満３歳未満保育認定こども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定こど

もをいう。 

⒃ 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得割合

 算額をいう。 

⒄ 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子どもをい

う。 

第３条中「適切な」を「適切であり、かつ、子どもの保護者の経済的負担の軽減につ

いて適切に配慮された」に改める。 

第２章の章名及び同章第１節から第３節までの節名を削る。 

第３条の次に次の節名及び款名を付する。 

第２節 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準 

第４条の次に次の款名を付する。 

第２款 運営に関する基準 

第８条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定の有無 

」を「教育・保育給付認定の有無」に、「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子

ども」に、「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第１３条第４項第３号を次のように改める。 

  ⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

ア 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定こどものうち、

その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯

に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ（ア）又は（イ）に定める

金額未満であるものに対する副食の提供 

（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども ７７，１０１円 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ（イ）に

おいて同じ。） ５７，７００円（令第４条第２項第６号に規定する特定

教育・保育給付認定保護者にあっては、７７，１０１円） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、

負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校

の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍する子

どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞ

れ（ア）又は（イ）に定める者に該当するものに対する副食の提供（アに該当す

るものを除く。） 



（ア） 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・ 

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子

ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

（イ） 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番

目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定こどもに対する食事の提供 

第３４条の次に次の款名を付する。 

第３款 特例施設型給付費に関する基準 

第３章の章名及び同章第１節から第３節までの節名を削る。 

第３６条の次に次の節名及び款名を付する。 

第３節 特定地域型保育事業者の運営に関する基準 

第１款 利用定員に関する基準 

第３７条の次に次の款名を付する。 

第２款 運営に関する基準 

第５０条の次に次の款名を付する。 

第３款 特例地域型保育給付費に関する基準 

第１章の次に次の１章を加える。 

第２章 特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準 

（趣旨） 

第５３条 法第５８条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て支援施設等（ 

法第３０条の１１第１項に規定する特定子ども・子育て支援施設等をいう。）の運営

に関する基準は、この章に定めるところによる。 

（教育・保育その他の子ども・子育て支援の提供の記録） 

第５４条 特定子ども・子育て支援提供者（法第３０条の１１第３項に規定する特定子

ども・子育て支援提供者をいう。以下同じ。）は、特定子ども・子育て支援（同条第

１項に規定する特定子ども・子育て支援をいう。以下同じ。）を提供した際は、提供

した日及び時間帯、当該特定子ども・子育て支援の具体的な内容その他必要な事項を

記録しなければならない。 

（利用料及び特定費用の額の受領） 

第５５条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を提供したとき

は、施設等利用給付認定保護者（法第３０条の５第３項に規定する施設等利用給付認

定保護者という。以下同じ。）から、その者との間に締結した契約により定められた

特定子ども・子育て支援の提供の対価（子ども・子育て支援法施行規則第２８条の１

６に規定する費用（以下「特定費用」という。）に係るものを除く。以下「利用料」

という。）の額の支払を受けるものとする。 



２ 特定子ども・子育て支援提供者は、前項の規定により支払を受ける額のほか、特定 

費用の額の支払を施設等利用給付認定保護者から受けることができる。この場合にお

いて、特定子ども・子育て支援提供者は、あらかじめ、当該支払を求める金銭の使途

及び額並びに理由について書面により明らかにするとともに、施設等利用給付認定保

護者に対して説明を行い、同意を得なければならない。 

（領収証及び特定子ども・子育て支援提供証明書の交付） 

第５６条 特定子ども・子育て支援提供者は、前条の規定による費用の支払を受ける際 

、当該支払をした施設等利用給付認定保護者に対し、領収証を交付しなければならな

い。この場合において、当該領収証は、利用料の額と特定費用の額とを区分して記載

しなければならない。ただし、前条第２項に規定する費用の支払のみを受ける場合は 

、この限りでない。 

２ 前項の場合において、特定子ども・子育て支援提供者は、当該支払をした施設等利

用給付認定保護者に対し、当該支払に係る特定子ども・子育て支援を提供した日及び

時間帯、当該特定子ども・子育て支援の内容、費用の額その他施設等利用給付費の支

給に必要な事項を記載した特定子ども・子育て支援提供証明書を交付しなければなら

ない。 

（法定代理受領の場合の読替え） 

第５７条 特定子ども・子育て支援提供者が法第３０条の１１第３項の規定により市町

村から特定子ども・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける場合における前２

条の規定の適用については、第５５条第１項中「額」とあるのは「額から法第３０条

の１１第３項の規定により市町村から支払を受けた施設等利用費の額を控除して得た

額」と、前条第１項中「利用料の額」とあるのは「利用料の額から法第３０条の１１

第３項の規定により市町村から支払を受けた施設等利用費の額を控除して得た額」と 

、前条第２項中「前項の場合において、」とあるのは「法第３０条の１１第３項の規

定により市町村から特定子ども・子育て支援に係る施設等利用費の支払を受ける」と 

、「当該支払をした」とあるのは「当該市町村及び当該」と、「交付し」とあるのは

「交付し、及び当該施設等利用給付認定保護者に対し、当該施設等利用給付認定保護

者に係る施設等利用費の額を通知し」とする。 

（施設等利用給付認定保護者に関する市町村への通知） 

第５８条 特定子ども・子育て支援提供者は、特定子ども・子育て支援を受けている施

設等利用給付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者が偽りその他不正な行為に

よって施設等利用費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付

してその旨を当該支給に係る市町村に通知しなければならない。 

（施設等利用給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第５９条 特定子ども・子育て支援提供者は、施設等利用給付認定子どもの国籍、信条 

、社会的身分又は特定子ども・子育て支援の提供に要する費用を負担するか否かによ 



って、差別的取扱いをしてはならない。 

（秘密保持等） 

第６０条 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の職員及び管理者は、正

当な理由がなく、その業務上知り得た施設等利用給付認定子ども（法第３０条の８第

１項に規定する「施設等利用給付認定子ども」をいう。以下この条において同じ。）

又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業

 務上知り得た施設等利用給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう 

、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者は、小学校、他の特定子ども・子育て支援提供者そ

の他の機関に対して、施設等利用給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あ

らかじめ文書により当該施設等利用給付認定子どもに係る施設等利用給付認定保護者

の同意を得ておかなければならない。 

（記録の整備） 

第６１条 特定子ども・子育て支援提供者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならない。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者は、第５４条の規定による特定子ども・子育て支援

の提供の記録及び第５８条の規定による市町村への通知に係る記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならない。 

附則第３条第１項及び第２項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

（大田原市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額に関する条例の一部改正 

） 

第２条 大田原市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額に関する条例（平成

２７年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

附則第３項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改める。 

附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 


